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調査の概要 

 

【調査の目的】 

労働人口の減少や働き方の多様化が進む日本社会において、以前から労働力不足の解消を目的

として企業に求められてきた「働き方改革」。昨年４月より、「残業時間の上限規制」（中小企

業は２０２０年４月から）や「年５日間の年次有給休暇の取得」など、働き方改革関連法の一部

が施行され、今年４月からは「雇用形態に関わらない公正な待遇の確保」（中小企業は２０２１

年４月）も施行されます。「働き方改革」は大企業だけでなく中小企業においても重要な経営課

題として対応を迫られています。 

 本調査では、「働き方改革全体の取り組み状況」、「時間外労働の是正」「年次有給休暇取得

の推進」「テレワークの導入」について実態調査を行い、施策に反映することを目的としていま

す。 

 

【調査期間】 

令和２年１２月１０日～令和２年１２月２５日 

 

【調査対象】 

鳥取商工会議所会員事業所 ２１８２社 

 

【調査方法】 

調査対象事業所に対し、郵送により調査票を送付して実施 

 

【回収率】 

２５．２％（549件／2182件） 

 

【註】 分析上、従業員規模により下記の通り区分しています。（当アンケートのみ適用） 

     ・従業員数 ０～２０人    小規模事業所 

     ・従業員数 ２１人～１００人 中小企業 

     ・従業員数 １０１人以上   大企業・中堅企業  
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【事業所の概要】 

業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資本金 

 

 

 

 

 

 

 

  

63.6 

23.7 

11.1 

1.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

0人～20人

21人～100人

101人以上

無回答

従業員数 n=549

58.5 

9.8 

3.3 

28.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

0人～20人

21人～100人

101人以上

無回答

従業員数（うち非正規社員） n=549

サービス

40.1%

建設

23.1%

製造

15.8%

小売

11.8%

卸売

8.2%

無回答

0.9%

業種 n=549

38.6

37.0 

7.7

6.4

10.4

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

1000万円～4999万円

0円～999万円

10000万円以上

5000万円～9999万円

無回答

資本金 n=549
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１ 働き方改革全般に関する「取り組み状況」について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業規模別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 働き方改革全般に関する「取り組み状況」について、「一部、取り組んでいる」が 42.4％、「積

極的に取り組んでいる」が 38.1％、「取り組みを検討中・予定中」が 11.3％、「取り組む予定はな

い」6％などとなっている。全体では「取り組んでいる」（「積極的に取り組んでいる」と「一部、

取り組んでいる」の合計）は 80.5％で、既に８割が何らかの取り組みを実施していることがわかる。  

また、企業規模別に見ると、「積極的に取り組んでいる」とする企業の割合は企業規模に比例し

て高くなっており、従業員１０１人以上の大企業・中堅企業では 67.2％、１００人以下の中小企業

では 38.5％、小規模企業では 31.8％となっている。 

  

 

 

31.8 

38.5 

67.2 

40.1 

56.2 

31.1 

16.0 

3.1 

1.6 

9.2 

0.8 

2.9 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人～20人

21人～100人

101人以上

働き方改革全般に関する「取り組み状況」×従業員数

積極的に取り組んでいる 一部、取り組んでいる 取り組みを検討中・予定中 取り組む予定はない 無回答

一部、取り組んでいる

42.4%

積極的に取り組んでい

る 38.1%

取り組みを検討中・予定中 11.3%

取り組む予定はない

6.0%
無回答 2.2%

働き方改革全般に関する「取り組み状況」について n=549
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２ 実施している取り組みはどれですか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

77.2 

69.0 

38.6 

33.7 

30.2 

29.1 

28.1 

21.5 

15.5 

14.4 

14.2 

12.9 

9.5 

1.5 

1.8 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有給休暇の取得促進

残業時間の削減

柔軟な勤務制度の導入(育児・介護等）

従業員の健康促進施策(健康経営）

女性活躍の推進

オフィスの環境整備

高齢者雇用の促進

業務の標準化／プロセスの改善（会議時間の短縮化など）

時差出勤（フレックスタイム制）の導入

多様な勤務時間の導入（テレワークなど）

ＩＣＴによる業務削減

人事評価指標・方法の変更

アウトソーシングによる業務削減

うまくいっている取り組みが何一つない

その他

無回答

実施している取り組みはどれですか n=549
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企業規模別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

働き方改革推進に向けて「実施している取り組み」については、大・中堅企業では「有給休暇の

取得促進」が 96.7％で最多であり、次いで「残業時間の削減」が 85.2％、「柔軟な勤務制度の導入

（育児・介護等）」72.1％などであり、中小企業では「有給休暇の取得促進」が 87.7％で最多であ

り、次いで「残業時間の削減」が 74.6％、「柔軟な勤務制度の導入（育児・介護等）」43.8％と続

いている。 

 一方、小規模企業では、「有給休暇の取得促進」が 69.9％で最多であり、次いで「残業時間の削

減」が 64.8％などとなっている。これら２つの取り組みは小規模企業の７割近くで実施されている

が、それ以外の取り組みはすべて４割未満の実施率となっており、大・中堅企業や中小企業との温

度差が浮き彫りとなっている。  

69.9 

64.8 

30.4 

27.8 

24.1 

22.9 

20.1 

14.3 

12.3 

10.9 

7.7 

6.0 

7.4 

2.0 

1.7 

87.7 

74.6 

43.8 

33.8 

33.1 

33.1 

40.0 

26.2 

10.0 

10.8 

16.2 

25.4 

8.5 

2.3 

96.7 

85.2 

72.1 

60.7 

59.0 

54.1 

47.5 

50.8 

42.6 

37.7 

44.3 

24.6 

23.0 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有給休暇の取得促進

残業時間の削減

柔軟な勤務制度の導入(育児・介護等）

従業員の健康促進施策(健康経営）

女性活躍の推進

オフィスの環境整備

高齢者雇用の促進

業務の標準化／プロセスの改善（会議時間の短縮化など）

時差出勤（フレックスタイム制）の導入

多様な勤務時間の導入（テレワークなど）

ＩＣＴによる業務削減

人事評価指標・方法の変更

アウトソーシングによる業務削減

うまくいっている取り組みが何一つない

その他

0人～20人 21人～100人 101人以上
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３ 働き方改革の推進における課題は何ですか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業規模別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「働き方改革の推進における課題」については、いずれの規模の企業も「業務量に対する適正要

員の不足（慢性的な人手不足）」が最多であり、慢性的な人材不足が明らかになった。そのほ

か、大・中堅企業では「企業風土」「施策に対するノウハウの不足」「人事評価との連動」が

23％などとなっている。 

 

40.1 

19.9 

18.4 

16.8 

13.1 

12.4 

9.8 

9.3 

8.2 

4.0 

7.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

業務量に対する適正要員の不足（慢性的な人手不足）

目指すゴール・方針・指標が明確化できていない

課題は感じていない

企業風土

施策に対するノウハウの不足

人事評価との連動

管理職の強いコミットメント

経営層の理解と強い推進力不足

関係取引先の協力が得難い

その他

無回答

働き方改革の推進における課題 n=549

33.5 

20.1 

22.9 

12.3 

12.0 

8.3 

6.0 

7.7 

7.4 

3.2 

48.5 

22.3 

10.8 

26.9 

12.3 

17.7 

16.9 

13.1 

7.7 

5.4 

60.7 

16.4 

8.2 

23.0 

23.0 

23.0 

18.0 

11.5 

8.2 

4.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

業務量に対する適正要員の不足（慢性的な人手不足）

目指すゴール・方針・指標が明確化できていない

課題は感じていない

企業風土

施策に対するノウハウの不足

人事評価との連動

管理職の強いコミットメント

経営層の理解と強い推進力不足

関係取引先の協力が得難い

その他

0人～20人 21人～100人 101人以上
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残業時間の抑制推進について 

４ 労働時間短縮のための具体的な取り組みはありますか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業規模別 

 

 労働時間短縮のための具体的な取り組みについて、「ある」は 44.1％で４割強、「ない」は

35.7％で３割強となっている。 

 従業員規模別でみると、「ある」は従業員規模が大きくなるにつれ、割合が高くなっている。 

 

 

  

35.0 

50.8 

78.7 

40.7 

32.3 

16.4 

17.8 

16.9 

4.9 

6.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人～20人

21人～100人

101人以上

ある ない わからない 無回答

ある

44.1%

ない

35.7%

わからない

15.8%

無回答

4.4%

労働時間短縮の具体的な取り組み n=549



8 

 

５ 前記設問４で「①ある」の回答のみ。実施している施策を教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業規模別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 時間外労働（残業）削減に向けて取り組んでいる企業が「実施している施策」は、大・中堅企

業では「残業の事前届出制・許可制」が 72.9％で最も多く、次いで「会議の改善、削減」「ノー

残業デーの設定」が共に 52.1％、「フレックスあるいはスライド勤務制度」が 37.5％などとなっ

ており、これら上位４項目は中小企業でも同様に実施率が高く、その効果も得られている。ま

た、小規模企業では「残業の事前届出制・許可制」が 27％で最も多く、次いで「会議の改善、削

減」「業務の繁閑に対応した営業時間（勤務時間）を設定」が共に 24.6％となっている。 

 

45.5 

31.0 

28.9 

21.9 

21.9 

5.8 

4.1 

16.9 

0.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

残業の事前届出制・許可制

会議の改善、削減

ノー残業デーの設定をしている

フレックスあるいはスライド勤務制度

業務の繁閑に対応した営業時間（勤務時間）を設定

朝型勤務の奨励

一斉消灯

その他

無回答

実施している施策 n=242

27.0 

24.6 

19.7 

16.4 

24.6 

9.8 

2.5 

18.9 

57.6 

25.8 

25.8 

15.2 

19.7 

1.5 

19.7 

72.9 

52.1 

52.1 

37.5 

12.5 

2.1 

12.5 

8.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

残業の事前届出制・許可制

会議の改善、削減

ノー残業デーの設定をしている

フレックスあるいはスライド勤務制度

業務の繁閑に対応した営業時間（勤務時間）を設定

朝型勤務の奨励

一斉消灯

その他

0人～20人 21人～100人 101人以上
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６ 前記設問４で「①ある」と回答された方のみ。施策の効果はありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業規模別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施策の効果について、「効果がある。または効果が出ている。」が 61.6％と最も高く、企業規模

別でも総じて効果は出ていることがわかる。一方で「ほかの要因で残業が減少している。（コロナ

の影響で受注減など）」が 12.4％となっている。 

 

 

 

効果がある。または効

果が出ている。

61.6%

それによる効果が不明

21.9%

ほかの要因で残業が減

少している。（コロナの影

響で受注減など）

12.4%

無回答

4.1%

施策の効果 n=242

62.3 

54.5 

66.7 

18.9 

27.3 

22.9 

13.9 

15.2 

6.3 

4.9 

3.0 

4.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人～20人

21人～100人

101人以上

効果がある。または効果が出ている。
それによる効果が不明
ほかの要因で残業が減少している。（コロナの影響で受注減など）
無回答
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７ 前記設問４で「①ある」と回答された方のみ。残業時間削減による削減コスト（浮い

たコスト）の活用方法は（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業規模別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

残業時間削減による削減コスト（浮いたコスト）の活用方法について、「従業員への直接的な還

元（給与や賞与として）」が 38.4％と最も高く、次いで「既存事業の予算として配分」が

25.6％、「人材育成への投資」が 23.1％などとなっている。 

規模別でみると、大・中堅企業では「人材育成への投資」が 39.6％、次いで「既存事業の予算

として配分」が 33.3％となっている。 

一方、中小企業や小規模企業は「従業員への直接的な還元（給与や賞与として）」の割合が多

い。  

38.4 

25.6 

23.1 

20.2 

16.1 

10.7 

8.7 

11.6 

9.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

従業員への直接的な還元（給与や賞与として）

既存事業の予算として配分

人材育成への投資

内部留保として蓄える

人材採用への投資

新規事業の予算として配分

ほかの働き方改革関連施策への投資

その他

無回答

残業時間削減による削減コストの活用方法 n=242

37.7 

20.5 

18.9 

22.1 

12.3 

10.7 

4.1 

13.1 

42.4 

30.3 

18.2 

25.8 

16.7 

10.6 

7.6 

13.6 

31.3 

33.3 

39.6 

10.4 

27.1 

10.4 

16.7 

6.3 
0% 20% 40% 60% 80%

従業員への直接的な還元（給与や賞与として）

既存事業の予算として配分

人材育成への投資

内部留保として蓄える

人材採用への投資

新規事業の予算として配分

ほかの働き方改革関連施策への投資

その他

0人～20人 21人～100人 101人以上
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年次有給休暇の取得推進について 

８ 昨年度の従業員の平均有給休暇取得率はどのくらいですか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業規模別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昨年度の従業員の平均有給取得率について、「取得可能日数の 50～69％取得」「取得可能日数の 30

～49％取得」が共に 20.9％と最も多くなっている。次いで、「70～90％」が 16.6％などとなってお

り、有給休暇を 50％以上取得している企業の割合は、46.2％と半数未満にとどまっている。 

20.9 

20.9 

16.6 

15.5 

8.7 

6.4 

6.2 

4.7 

0% 5% 10% 15% 20% 25%

取得可能日数の50～69％取得

取得可能日数の30～49％取得

取得可能日数の70～90％取得

取得可能日数の10～29％取得

取得可能日数の100％取得

取得可能日数の0～9％取得

その他

無回答

昨年度の従業員の平均有給休暇取得率 n=549

21.2 

13.8 

17.2 

13.5 

11.7 

8.6 

8.6 

22.3 

40.0 

13.8 

16.9 

1.5 

3.1 

0.8 

18.0 

23.0 

18.0 

24.6 

6.6 

1.6 

3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取得可能日数の50～69％取得

取得可能日数の30～49％取得

取得可能日数の70～90％取得

取得可能日数の10～29％取得

取得可能日数の100％取得

取得可能日数の0～9％取得

その他

0人～20人 21人～100人 101人以上
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９ 有給休暇推進における課題はなんですか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業規模別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有給休暇推進における課題について、「業務量が多く、人員が不足している」が 32.1％と最も高

く、次いで「休んだ人の業務をカバーする体制がない」が 31.9％、「突発的な業務が生じやすく、

計画的な休暇を取得しにくい」が 27.0％となっている。 

企業規模別にみると、いずれの企業規模においても「業務量が多く、人員が不足している」と

「休んだ人の業務をカバーする体制がない」が多い。中でも中小企業では「従業員の計画的な年

休取得に対する意識が薄い」が３割程度あり、大・中堅企業より従業員の意識改革が進んでいな

いこともうかがえる。  

32.1 

31.9 

27.0 

25.5 

22.4 

9.7 

7.5 

2.9 

2.9 

4.7 

0% 10% 20% 30% 40%

業務量が多く、人員が不足している

休んだ人の業務をカバーする体制がない

突発的な業務が生じやすく、計画的な休暇を取得しにくい

従業員の計画的な年休取得に対する意識が薄い

特に課題はない

職場に取得しにくい雰囲気がある（上司や同僚もとっていないなど）

休まないことが評価される風土がある

成果主義や業務の個別化などにより職場に助け合いの風土がない

その他

無回答

有給休暇推進における課題 n=549

28.1 

29.8 

24.4 

20.6 

27.8 

5.4 

4.0 

2.3 

3.2 

37.7 

33.8 

29.2 

36.9 

16.9 

18.5 

15.4 

5.4 

1.5 

42.6 

42.6 

37.7 

27.9 

4.9 

14.8 

9.8 

1.6 

3.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

業務量が多く、人員が不足している

休んだ人の業務をカバーする体制がない

突発的な業務が生じやすく、計画的な休暇を取得しにくい

従業員の計画的な年休取得に対する意識が薄い

特に課題はない

職場に取得しにくい雰囲気がある（上司や同僚もとっていないなど）

休まないことが評価される風土がある

成果主義や業務の個別化などにより職場に助け合いの風土がない

その他

0人～20人 21人～100人 101人以上
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同一労働・同一賃金について 

10 貴社では、「同一労働同一賃金」の対象になりそうな非正規社員（正社員と同様また

は類似した業務に従事しているが、待遇差の合理的な説明が難しい非正規社員）はい

ますか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業規模別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「同一労働・同一賃金」の対象になりそうな非正規社員について、「そもそも非正規社員を雇用し

ていない」が 35.5％と最も高く、次いで「正社員と非正規社員との間に不合理な待遇差は無い」

が 30.1％となっている。 

 企業規模別でみると、「そもそも非正規社員を雇用していない」は小規模企業で高く、「正社員

と非正規社員との間に不合理な待遇差は無い」は企業規模が大きくなるほど、割合が高くなって

いる。  

35.5 

30.1 

11.7 

11.7 

8.9 

6.4 

1.6 

6.4 

0% 10% 20% 30% 40%

そもそも非正規社員を雇用していない

正社員と非正規社員との間に不合理な待遇差は無い

対象になる（なりそうな）パート・アルバイトがいる

対象になる（なりそうな）定年退職後の再雇用社員がいる

対象になる（なりそうな）有期契約社員がいる

自社の非正規社員が対象になるかどうかわからない

対象になる（なりそうな）派遣労働者がいる

無回答

「同一労働同一賃金」の対象になりそうな非正規社員の有無 n=549

45.8 

28.4 

7.4 

4.9 

2.9 

6.3 

0.3 

21.5 

32.3 

16.9 

19.2 

13.8 

8.5 

0.8 

6.6 

37.7 

24.6 

34.4 

32.8 

3.3 

8.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

そもそも非正規社員を雇用していない

正社員と非正規社員との間に不合理な待遇差は無い

対象になる（なりそうな）パート・アルバイトがいる

対象になる（なりそうな）定年退職後の再雇用社員がいる

対象になる（なりそうな）有期契約社員がいる

自社の非正規社員が対象になるかどうかわからない

対象になる（なりそうな）派遣労働者がいる

0人～20人 21人～100人 101人以上
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11 前記設問 10で①～④と回答された方のみ。「同一労働・同一賃金」の導入に向けた  

貴社の対応状況。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業規模別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「同一労働・同一賃金」の導入に向けた貴社の対応状況について、「具体的な対応に関する検討

をしている最中」が 34.4％と最も高く、次いで「現在取り組んでいる最中である」が 23.7％、

「すでに必要な対応は終えた」は 21.4％となっている。 

 企業規模別でみると、「現在取り組んでいる最中である」「具体的な対応に関する検討をしてい

る最中」は中小企業で高くなっている。また、「具体的に対応したいが、何をすべきかわからな

い」は企業規模が小さくなるほど、割合が高くなっている。  

26.7 

14.0 

27.3 

13.3 

30.0 

27.3 

11.1 

2.0 

9.1 

28.9 

42.0 

30.3 

13.3 

10.0 

6.1 

4.4 2.2 

2.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0人～20人

21人～100人

101人以上

すでに必要な対応は終えた 現在取り組んでいる最中である

具体的な対応が決まり、今後取り組む予定 具体的な対応に関する検討をしている最中

具体的に対応したいが、何をすべきかわからない その他

無回答

具体的な対応に関する

検討をしている最中

34.4%

現在取り組んでいる

最中である

23.7%

すでに必要な対応は終えた

21.4%

具体的に対応したい

が、何をすべきかわから

ない

10.7%

具体的な対応が決まり、今後

取り組む予定

6.9%

その他

1.5%
無回答

1.5%

「同一労働同一賃金」の導入に向けた対応状況 n=131
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12 前記設問 10で①～④と回答された方のみ。「同一労働・同一賃金」の導入に向けた  

貴社の対応策や方針はどれですか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業規模別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

「同一労働・同一賃金」の導入に向けた貴社の対応策や方針について、「非正規社員の基本給や賞

与、手当等の処遇を改善する（した）」が 47.3％と最も高く、次いで「非正規社員の正社員化」が

23.7％、「正規/非正規の業務内容や配置の見直し」が 22.9％となっている。 

 企業規模別でみると、「非正規社員の基本給や賞与、手当等の処遇を改善する（した）」は大・中

堅企業で、「正規/非正規の業務内容や配置の見直し」は中小企業で高くなっている。  

47.3 

23.7 

22.9 

21.4 

10.7 

7.6 

3.1 

4.6 

9.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

非正規社員の基本給や賞与、手当等の処遇を改善する（した）

非正規社員の正社員化

正規／非正規の業務内容や配置の見直し

会社全体の賃金・人事制度の構築または見直し

非正規社員に特化した就業規則の策定・見直し

正社員の処遇の見直し（手当廃止や減額等）

非正規社員の削減

その他

無回答

「同一労働同一賃金」の導入に向けた対応策や方針 n=131

46.7 

28.9 

6.7 

11.1 

4.4 

2.2 

8.9 

42.0 

18.0 

38.0 

24.0 

12.0 

4.0 

2.0 

4.0 

57.6 

27.3 

24.2 

27.3 

24.2 

18.2 

6.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

非正規社員の基本給や賞与、手当等の処遇を改善する（した）

非正規社員の正社員化

正規／非正規の業務内容や配置の見直し

会社全体の賃金・人事制度の構築または見直し

非正規社員に特化した就業規則の策定・見直し

正社員の処遇の見直し（手当廃止や減額等）

非正規社員の削減

その他

0人～20人 21人～100人 101人以上
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テレワーク（リモートワーク）の導入について 

13 働き方改革の一環として、また、今回の新型コロナ禍における新しい働き方として

テレワークの導入について伺います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業規模別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 テレワークの導入について、「導入していない」が 65.9％と最も高く、次いで「テレワークを既

に導入している」が 14.9％、「今後、導入を検討している」が 7.1％となっている。 

 従業員規模別でみると、「テレワークを既に導入している」は大・中堅企業で高く、「導入してい

ない」は中小企業や小規模企業で高くなっている。  

10.9 

10.8 

42.6 

7.4 

6.2 

8.2 

68.2 

71.5 

45.9 

5.2 

7.7 

1.6 

8.3 

3.8 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人～20人

21人～100人

101人以上

テレワークを既に導入している 今後、導入を検討している 導入していない その他 無回答

導入していない 65.9%

テレワークを既に

導入している 14.9%

今後、導入を検討して

いる 7.1%

その他 5.3%
無回答

6.7%

テレワークの導入 n=549
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14 テレワーク導入の障害、課題は何ですか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業規模別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 テレワーク導入の障害、課題について、「そもそもテレワークに対応できる業務が無い」が 59.4％

と最も高く、次いで「セキュリティ等のことが不安だ」が 14.0％、「就業規則、人事等、管理面の

整備ができていない」が 13.8％となっている。 

 企業規模別でみると、「そもそもテレワークに対応できる業務が無い」は中小企業や小規模企業

で高く、「セキュリティ等のことが不安だ」「就業規則、人事等、管理面の整備ができていない」「テ

レワークの導入設備（ハード・ソフト）が高値すぎる」は企業規模が大きくなるほど、割合が高く

なっている。 

59.4 

14.0 

13.8 

8.4 

8.2 

7.3 

14.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

そもそもテレワークに対応できる業務が無い

セキュリティ等のことが不安だ

就業規則、人事等、管理面の整備ができていない

テレワーク（ＩＣＴ）等の熟知、または操作できる人がいない

テレワークの導入設備（ハード・ソフト）が高価すぎる

その他

無回答

テレワーク導入の障害、課題 n=549

61.3 

11.2 

9.2 

6.6 

6.6 

7.2 

64.6 

15.4 

22.3 

11.5 

10.0 

7.7 

42.6 

27.9 

23.0 

9.8 

13.1 

6.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そもそもテレワークに対応できる業務が無い

セキュリティ等のことが不安だ

就業規則、人事等、管理面の整備ができていない

テレワーク（ＩＣＴ）等の熟知、または操作できる人がいない

テレワークの導入設備（ハード・ソフト）が高価すぎる

その他

0人～20人 21人～100人 101人以上


